
・・環境省の小型電子機器等リ

サイクルシステム構築実証事業

へ参加 

・平成 28年 3月より小型家電リ

サイクル事業の本格実施 

 

 

携帯電話端末、PHS端末、デジタル

カメラ、ビデオカメラ、パーソナルコン

ピュータ、電子辞書、電卓など 

     

       

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小型家電リサイクル事業 平成 27年度予算要求額  2,823千円 

小型家電リサイクル法の施行（平成 25 年 4 月）に伴い、デジタルカメラや電子辞書などの使用済小型家電に含まれる有用な金属類を再資源化するた

め、事業の実証を行い、最適な制度を構築する。 

○新興国の需要増大に伴う資源価格高騰 

○資源供給の偏在性と寡占性 

○最終処分場の逼迫 

○適正な環境管理 

資源制約 環境制約 
使用済小型電子機器等に含まれる貴金属、レアメタルな

どが、リサイクルされずに埋め立てられていることへの対

応が急務 

〈法制定の背景〉 

小型家電リサイクル事業フロー 

製造業者（メーカー）の責務 

・設計、部品、原材料の工夫により

再資源化費用低減 

・再資源化により得られた物の利用 

小売業者の責務 

・消費者の適正な排出を確

保するために協力 

国の責務 

・必要な資金の確保 

・情報収集、研究開発の

推進 

・教育、広報活動 

解体・選別 

排出 回収 

制度対象品目の例 

平成 27年度の事業内容 

 
循
環
利
用 

引渡 金属等の回収 

市民 堺市 
集積所 事業者 

金属 

精錬等 

消費者の責務 

・分別して排出 

引渡 製造・販売 

市の責務 

・回収ボックスの設置 

・回収物の引渡 


